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はじめに 

平成３０年に国の機関等において、障害者雇用率制度の対象障害者の不適切計上が

明らかとなり、再発防止等の観点から、「障害者の雇用の促進等に関する法律（以下

「法」という。）」が令和元年６月に改正されました。同改正中、公務部門における

障がい者の活躍の場拡大のための取組を不断に実施する等、自律的な PDCAサイクル

を確立できるよう、各自治体においても障害者活躍推進計画を作成することとされま

した。 

これを受け、本市においては、令和２年１０月から令和７年３月３１日までの概ね５

年間を計画期間とする「(第１期)多摩市障がい者活躍推進計画」を策定し、障がいの

ある職員それぞれの障害特性を踏まえつつ、職員が互いに協力し、誰もが働きやすい

職場づくりを進めるために取り組んできました。障がいのある職員の活躍に関する施

策を推進しているところですが、持続的な法定雇用率の達成を目指すとともに、障が

い者の雇用促進と言った面においても、より一層推進していく必要があります。 

当初計画期間が令和６年度末に終了することから、目標項目など第１期計画をのもの

を踏襲しつつ、第２期の計画を策定し、取組をさらに推進していきます。 

 

令和７年3月 

 

多摩市長 

多摩市教育委員会 

多摩市議会議長 
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第１ 計画の趣旨等 

Ⅰ 計画策定の目的 

障がいのある職員のさらなる活躍のため、障害特性の理解促進及び職場としての

受入体制の整備に関する取組並びに積極的な障がい者採用及び定着への取組推進を

目的に、全庁的な取組内容等に関する方針を定めるものです。 

Ⅱ 計画期間 

この計画の期間は、令和７年４月１日から令和１１年３月３１日までの４年間と

します。計画内容については、経済社会環境の変化や職員ニーズ等を踏まえる必要

があることから、著しい社会状況の変化等が発生した場合は随時見直しを行いま

す。 

 

 

 

 

Ⅲ 計画の策定主体 

 法の規定上、この計画は、任命権者ごとに作成・公表が義務付け（職員総数等に

よる作成要件あり）られていますが、当市では職員採用及び雇用管理は市長部局の

任命権者である多摩市長が一体的に行っており、本計画においても各任命権者が統

一的な計画の下で、連携し一体的な取組を推進していくため、連名で策定します。 

 

 

 なお、計画作成に該当しない任命権者(多摩市代表監査委員、多摩市選挙管理委員

会)の計画推進にあたりましても、原則、この計画内容に則り、その取組を進めるも

のとします。 

■本計画の策定主体となる任命権者 

多摩市長、多摩市教育委員会、多摩市議会議長、多摩市長(下水道事業管理者)

管理者)者） 
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Ⅳ 対象職員 

この計画の対象となる職員は、常勤職員、再任用職員及び会計年度任用職員、並

びに地方教育行政の組織及び運営に関する法律に規定する職員とします。 

 また、この計画でいう「障がいのある職員」「障がい者」とは、原則、障害者手

帳等所持の有無に関わらず、身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）

その他の心身の機能の障害であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活

及び社会生活に相当な制限を受ける状態にある者を指します。 

Ⅴ 計画の推進体制 

本計画は、「多摩市障がい者活躍推進計画検討委員会」（以下「検討委員会」と

いう。）を設置し、計画案の策定に係る取りまとめ等を実施いたしました。 

また、計画案の策定においては、庁内パブコメを通じて全庁的な意見を反映させ

ています。 

 

 

各取組内容の効果や目標達成状況等の検証は、検討委員会で行います。毎年取組

の実施状況を報告し、必要に応じて計画の見直し等を行います。 

Ⅵ 計画の位置づけ  

 多摩市の人事行政の最高規範として制定された「多摩市人財育成基本方針」のも

と、任用・配置といった各人事施策が実施されています。中でも、主に働き方に関

する施策として、育児・介護世代の職員をはじめとした多様な人財の活躍を支援す

るため、「次世代育成支援行動計画」等の各計画を制定し、取組を進めています。 

 その中で、本計画においては、特に

障がいのある職員に関する方針を定

め、その能力を発揮し、多摩市の

「人財」として活躍してもらうため

の取組を進めていくものです。 

■検討委員会の構成員 

総務部人事課長、健康福祉部障害福祉課長、教育部教育振興課長、 

議会事務局次長、下水道部下水道課長、公募による市の職員 ４人以内 
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第２ 障がい者雇用に関する現状と課題 

 多摩市においては、令和３年度より、市長部局と教育委員会については障害者任免

状況通報に係る地方公共団体の特例認定を受け、同一の機関として一体的に取組を進

めてきましたが、毎年、実雇用率が法定雇用率を上回っておらず、令和６年６月１日

現在の障がい者雇用の状況につきましては、法定雇用率2.8％に対しまして、実雇用

率が 2.35％となっています。 

令和８年７月からは法定雇用率が3.0％となることや、職員採用における民間企業

等との人財競争の激化といった影響もあり、法定雇用率の達成のためには、今まで以

上に障がい者雇用に係る取組を積極的に進めていく必要があります。 

 障がいのある職員のさらなる活躍のためには、障害特性の理解促進及び職場として

の受入体制の整備に関する取組並びに積極的な障がい者採用及び定着への取組等が必

要であり、全庁的な取組内容等に関する方針を、この計画において定めるものです。 

※ 令和３年度より、障害者任免状況通報に係る地方公共団体の特例認定を受け、市長部

局と教育委員会については同一の機関としてみなされています。 
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実雇用率（市長部局） 実雇用率（教育委員会） 法定雇用率

地方公共団体における雇用状況（令和６年６月１日時点）  

(1) 東京都の機関（法定雇用率 2.8％） 

東京都の機関に在職している障害者の数は 1,177.0 人、実雇用率は 3.32％（前年は3.29％）です。 

東京都の機関は 9機関全てで法定雇用率達成。 

(2) 区市町村の機関（法定雇用率 2.8％） 

区市町村の機関に在職している障害者の数は 2,994.5 人、実雇用率は 2.61％（前年は2.56％）です。 

区市町村の機関は 73機関中35機関が法定雇用率達成。 

(3) 東京都教育委員会（法定雇用率 2.7％） 

東京都教育委員会に在職している障害者の数は 985.5 人、実雇用率は 1.95％（前年は1.95％）です。 

※厚生労働省東京労働局発表「令和 6年障がい者雇用状況の集計結果より 
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第３ 計画の目標 

１ 採用に関する目標 

（目標） 計画期間における法定雇用率の達成 

（現時点の状況） 令和６年６月１日時点の実雇用率→2.35％ 

（評価方法） 毎年の任免状況通報により把握し、進捗管理します 

本計画における取組を全庁的に推進していくことにより、障がいのある職員の定着

及びさらなる活躍を促進することで、計画期間における実雇用率が、法定雇用率を充

足していくことを目指します。 

 

２ 定着に関する目標 

（目標）障害を理由とする、本人の責によらない離職者を生じさせないこと 

（評価方法）採用後１年時点での離職状況を把握します 

※年度途中採用の場合は、年度末時点の離職状況とします 

本計画における取組を全庁的に推進する中で、職場における状況等を確認し、市が

対応可能な範囲で課題解決に取り組み、障害を理由とする不本意な離職者を生じさせ

ないことを目指します。 
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取組内容 

１ 障がい者の活躍を推進する体制整備 

(1) 組織面 

① 障害者雇用推進者（※1）として人事課長、教育振興課長、議会事務局次長、

下水道課長をそれぞれ選任します。 

 

 

 

 

 

② 障害者職業生活相談員（※2）として人事課長、教育振興課長を選任します。 

 

 

 

 

 教育委員会以外は市長部局で対応します。 

 人事担当者と連携を取りつつ、産業医や外部の相談機関等へ相談を行って

いきます。 

③ 全庁的な人的サポート体制（障害者雇用推進者、障害者職業生活相談員等）の

役割分担及び各種相談先について、関係者間で共有し、周知を図ります。 

 

■障害者雇用推進者 

市長部局……総務部人事課長     教育委員会……教育部教育振興課長 

議会事務局…議会事務局次長     下水道事業……下水道部下水道課長 

※1 障害者雇用推進者とは… 
法第 78条に基づき、障害者の雇用の促進及び継続を図るため、障がいのある職員
の職業生活における活躍の推進に関する取組の円滑な実施を担当する者 
（詳細の役割は、P15「第 5参考 ６全庁的な人的サポート体制の役割につい
て」を参照。） 

■障害者職業生活相談員 

市長部局……総務部人事課長     教育委員会……教育部教育振興課長 

※2 障害者職業生活相談員とは… 
法第 79条に基づき、障害者の職業生活全般についての相談、指導等を行う者 
（詳細の役割は、P15「第 5参考 ６全庁的な人的サポート体制の役割につい
て」を参照。） 
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・全庁的な人的サポート体制図 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ それぞれの役割については、P15「第 5参考 ６全庁的な人的サポート体制の

役割について」を参照。 

④ 各種相談先については、人事異動等により変更が生じるため、定期的に更新を

行います。 

⑤ 検討委員会については、原則として年１回以上開催し、障がい者活躍推進計画

の実施状況の点検・見直し等を行います。 

(2) 人財面 

① 障害者職業生活相談員に選任された者（選任予定の者を含む。）や人事課担

当者について、可能な限り、障害者職業生活相談員資格認定講習等の講習・

研修等を受講し、必要な知識を習得させます。 

② 職場の同僚・上司を対象とした研修等を実施し、障害の特性やその対応につ

いて理解を深め、障害の有無にかかわらず誰もが働きやすい職場を共につく

る人財を育成していきます。 
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２ 障がい者の活躍の基本となる職務の選定・創出 

① 所属長や人事担当者との面談を本人の希望に応じて適宜行い、業務の適性や

量について適正を確認し、必要に応じて対応を図っていきます。 

② チャレンジ雇用以外での会計年度任用職員として、既存業務の切り出しや複

数の作業の組み合わせ等を行い、新たな任用を検討します。 

 

３ 障がい者の活躍を推進するための環境整備・人事管理 

(1) 職務環境 

① 障害の有無にかかわらず誰もが働きやすい職場環境の整備に努めます。 

② 新規採用時には面談を行い、本人の希望や特性等を確認しながら、市が対応

可能な範囲で必要となる支援等を検討します。また、障がいのある職員の採

用、人事異動を行う際には、本人の意向を踏まえ、必要となる合理的配慮に

関する情報等を所属長と共有し、当該職員が円滑に新たな業務に就けるよう

取り組みます。 

(2) 募集・採用 

① 採用試験実施に当たり、障害特性に配慮した選考方法や職務の選定を工夫

し、常勤職員の採用を継続的に実施します。 

 募集時には、配慮事項への具体的な対応例等を示し、障がい者が自身の適性

に基づく判断ができるように努めます。 

 試験会場等における必要な配慮について申込時等に個別に確認し、市が対応

可能な範囲で適切に対応します。 

② 一般就労の実現を目的として実施しているチャレンジ雇用「ハートフルオフ

ィス」事業において、雇用を通じた業務経験の獲得や体験実習による就労能

力評価の機会提供等を図ることで、知的障がい者や精神障がい者に対する就

労意欲の醸成を図ります。 



10 

 

③ チャレンジ雇用以外での会計年度任用職員として、既存業務の切り出しや複

数の作業の組み合わせ等を行い、新たな任用を検討します。（再掲） 

④ 募集・採用に当たっては、以下の取り扱いを行わないものとします。 

 特定の障害を排除し、又は特定の障害に限定する。 

 自力で通勤できることといった条件を設定する。 

 介助者なしで業務遂行が可能といった条件を設定する。 

 「就労支援機関に所属・登録しており、雇用期間中支援が受けられるこ

と」といった条件を設定する。 

 特定の就労支援機関からのみの受入を実施する。 

(3) 働き方 

① 在宅勤務制度や早出遅出制度等の利用を促進します。また、チャレンジ雇用

において受け入れを可能とすることとした特定短時間労働（10時間以上20

時間未満）者に関する取組を引き続き実施し、多様な障害特性や障害程度に

即した勤務形態に対応できるよう、障がいのある職員の短時間雇用のあり方

について検討を行っていきます。 

(4) キャリア支援 

① チャレンジ雇用として一定期間勤務する職員が一般就労を目指すほか、既存

業務の切り出しや複数の作業の組み合わせによって創出し、通年の会計年度

任用職員としてキャリアアップできる雇用策の枠組みを検討していきます。 

② 本人の希望等も踏まえつつ、実務研修、専門研修等への参加を促進します。 

③ 採用の時点で、キャリア形成に関する本人の希望を面談等により把握し、そ

の実現に資する職務選定に努めます。 

(5) その他人事管理 

① 中途障がい者（在職中に疾病・事故等により障がい者となった者をいう。）

について、障害者職業生活相談員や人事担当者と連携を取りつつ、産業医や

外部の相談機関等へ相談し、円滑な職場復帰のために必要な環境の整備や職
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務選定等に関して可能な取組を行っていきます。全庁的な人的サポート体制

図を参照。 

② 本人が希望する場合には、「就労パスポート」の活用等により、就労支援機

関等と障害特性等についての情報を共有し、適切な支援や配慮を講じます。 

 

４ その他の取組 

① 障がい者就労施設等からの物品等の調達を推進するため、設置している障が

い者優先調達推進庁内会議により、毎年度、調達方針等の検討を行います。 

② 民間事業主における障がい者の活躍を推進するため、総合評価落札方式によ

る条件付一般競争入札制度において、事業者の障がい者の雇用状況を評価項

目として評価する仕組みを今後も推進していきます。 
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第５ 参考 

１ 多摩市における実雇用率の推移 

 

※ 令和３年度より、市長部局と教育委員会については障害者任免状況通報に係る地方公共団

体の特例認定を受け、同一の機関としてみなされています。 

 

２ 採用後１年時点での離職状況 

 

 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

常勤職員 採用なし 100％ 採用なし 採用なし 

会計年度任用職員 採用なし 100％ 100％ 100％ 
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３ 多摩市における障がい者対象採用試験の実施状況 

 

 

４ 多摩市の職員数（令和６年４月１日時点） 
 

区分 
常勤職員 フルタイム再任用職員 

合計 
男 女 小計 男 女 小計 

議会事務局 6 3 9 1 0 1 10 

市長部局 346 288 634 20 14 34 668 

下水道事業 10 3 13 0 0 0 13 

教育委員会 52 66 118 6 3 9 127 

監査委員事務局 3 1 4 0 0 0 4 

選挙管理委員会事務局 4 0 4 0 0 0 4 

農業委員会事務局 0 0 0 0 0 0 0 

計 421 361 782 27 17 44 826 
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５ 多摩市における「人財」の考え方 

 「人財」の位置付け 

新たな時代の変化に対応するためには、「組織の財産」

として、個人の力を、組織全体の力に変えていく必要があ

ります。これは、一人ひとりの職員が自己の財産としての

価値を理解し、日々自らの能力を高めるとともに、その能

カを継続的に発揮して組織に貢献をすることで可能となる

ものです。 

同時に、職員は「市民の財産」でありたいと考えます。そのためには、市民協働のもと

に市民との信頼関係を築き、地方分権時代の自治の実現による市民福祉の向上を達成し

なければなりません。 

こうしたことを踏まえ、多摩市人財育成基本方針においては、職員を経営上の一資源と

して捉えるのではなく、「組織の財産」であり「市民の財産」となりうる財産として捉

え、“「人材」から「人財」へ”を基本的な考え方とし、「市民の財産」としての「人

財」の育成に努めていきます。 

（「多摩市人財育成基本方針」より抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            人 財 

            人 材 
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６ 全庁的な人的サポート体制の役割について 

障がい者活躍推進計画における役割分担 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多摩市障がい者活躍推進計画検討委員会 障がい者雇用推進チーム 

法定雇用率の達成と障がいのある職員が活躍できる職場環境の整備 

■所掌事項 

 １ 障がい者活躍推進計画の計画案の作成 

 ２ 障がい者活躍推進計画の点検、内容等に

関する事項 

 ３ 障がい者活躍推進計画の策定に関して、

市長が必要と認める事項 

■構成員 

総務部人事課長 
健康福祉部障害福祉課長 
教育部教育振興課長 
議会事務局次長 
下水道部下水道課長 
公募による市の職員 ４人以内 

障がい者の雇用の促進及び継続を図るため、施設又は設備の設置又は整備その他
の諸条件の整備を図る 

■役割 

 1 障がい者の雇用の促進及び継続を図るた

めに必要な施設又は設備の設置又は整備

その他の諸条件の整備 

 2 障がいのある職員の職業生活における活

躍の推進に関する取組の円滑な実施 

 3 障がい者採用計画の作成及び当該計画の

円滑な実施 

 4 任免に関する状況の通報等の届出 

■選任者 

市長部局……総務部人事課長 

教育委員会……教育部教育振興課長 

議会事務局……議会事務局次長     

下水道事業……下水道部下水道課長 

 

障害者雇用推進者 

■根拠 法７８条 

 

障がいのある職員の職業生活全般についての相談、指導等を行う 

■役割 

以下の事項についての相談・指導を行うこと 

 1 障がい者の適正・能力に応じた職務の選定 

 2 障がい者の希望に応じた研修の実施等、障がい者の

職業能力の向上 

 3 障害に応じた施設設備の改善等作業環境の整備 

 4 労働条件や職場の人間関係等障がい者の生活に関す

ること 

 5 その他障がい者の職場適応の向上に関すること 

■選任者 

市長部局……総務部人事課長 

教育委員会……教育部教育振興

課長 

※教育委員会以外の部局は、市

長部局で対応します。 

障害者職業生活相談員 

■根拠 法７９条 

 


